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市市              域域  
１１  位位置置図図  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

２２  神神奈奈川川県県ににおおけけるる相相模模原原市市のの位位置置  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 1 ―― 1 ―



- 2 - 

 

３３  位位置置及及びび地地勢勢  

 本市は、神奈川県の北部に位置し、都心から概ね30～60㎞の距離にあり、現在、県下3番目の人口を擁する市

である。 

 市域は、平成の合併により面積は328.84k㎡（行政境界の変更により現在328.91k㎡）となり、横浜市に次ぐ県

下2番目の広さを有し、北部は東京都、西部は山梨県と接している。 

 また、橋本・相模原・相模大野駅周辺などの多様な都市機能をもった中心市街地と相模湖・津久井湖・宮ヶ

瀬湖などの水源を含む豊かな自然が共存する都市となった。 

（（１１））位位置置  

 市役所の位置 東経139度22分26秒、北緯35度34分16秒、海抜124.21m 

 最高海抜1,673m（蛭ヶ岳山頂） 最低海抜35.68m（新磯小学校） 

※ 市役所の位置は、相模原市役所基準点による。 

※ 最高海抜は、国土地理院「日本の主な山岳標高」、最低海抜は、市が設置した一級水準点のうち最も低

い地点による。 

（（２２））市市のの面面積積及及びび広広ぼぼうう  

 面積  328.91k㎡ （緑区 253.93k㎡、中央区 36.87k㎡、南区 38.11k㎡） 

 広ぼう 東西 35.6㎞  南北 22.0㎞ 

※ 広ぼう…市の東西両端間の東西方向及び南北両端間の南北方向の距離である。 
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市市 域域 のの 変変 遷遷 
 

明明治治2222年年             昭昭和和1166年年              昭昭和和2299年年        平平成成1188年年          平平成成1199年年  

 44月月2299日日              1111月月2200日日          33月月2200日日           33月月1111日日  

相 原 村            相模原町       相模原市              相模原市 

大 野 村           面積108.71k㎡    面積*90.77k㎡       面積 244.03㎢  面積328.84k㎡ 

大 沢 村           人口45,482人    人口80,374人        人口667,001人  人口703,551人 

田 名 村                      *平成16年              ※平成28年 

溝   村  上 溝 町                12月からは              12月からは 

麻 溝 村   （大正15年）                90.40k㎡に変更          328.91k㎡に変更 

新 磯 村 

座 間 町          座間町分離 

（昭和23年） 

 

川 尻 村                       城 山 町 

湘 南 村                        （昭和30年4月）             平成19年3月 

三沢村中沢                                        相模原市と合併 

 

中 野 村  中 野 町               津久井町  

（大正14年）                （昭和30年4月） 

 

太 井 村          大正14年 

又 野 村          中野町と合併 

三ヶ木村 

青 山 村                                   平成18年3月 

長 竹 村   串 川 村                           相模原市と合併 

根 小 屋 村    （明治42年） 

鳥 屋 村 

青野原村 

青 根 村 

三沢村三井 

 

小 原 町                         相模湖町 

内 郷 村                         （昭和30年1月） 

千木良村 

与 瀬 駅   与 瀬 町 

（大正2年） 

 

吉 野 駅  吉 野 町                  藤 野 町 

（大正2年）            昭和29年     （昭和30年7月） 

小 渕 村                  吉野町と合併 

沢 井 村  

日 連 村  

名 倉 村  

牧 野 村  

佐野川村  
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市市 のの ああ ゆゆ みみ  
旧旧相相模模原原市市  

 相模川や境川、横山丘陵下の小河川沿いには、古くから集落があり、自給自足的な畑作が行われていたが、横

山丘陵から境川にかけての広大な台地は水利が悪く、未開の原野だった。江戸時代にようやく開墾が始められ、

明治期まで開拓が行われている。明治期以降、養蚕が盛んとなり、上溝市場が繭、生糸の取引で賑わった。また、

明治41年にJR横浜線、昭和2年に小田急線、昭和6年にJR相模線が相次いで開通した。軍備拡張が盛んな昭和16年、

上溝町など2町6村の合併により面積が日本最大の町、相模原町が誕生した。その後、座間町は分離したが、戦後

間もなく人口が増加し始め、昭和29年に県下10番目の市として、人口8万人余りの相模原市が誕生した。昭和30年

には工場誘致条例を制定、昭和33年、首都圏整備法による「市街地開発区域」の指定を受け、北部地域に企業進

出が進み、人口も急増した。また、小田急線沿線は団地建設などでベッドタウン化が進行した。 

 平成15年4月には中核市へ移行し､分権時代にふさわしい、創意工夫を凝らした施策の展開に取り組んできた。

平成16年度に市制50周年を迎え、「さがみはら みんなで育てた50年～そして未来へ～」をキャッチフレーズとし、

新たなスタートを切った。相模原・津久井地域の将来の発展と自主性・自立性を持った個性あるまちづくりを推

進するため、合併に向けた協議を行い、平成18年3月に津久井町及び相模湖町と、翌年3月に藤野町及び城山町と

合併した。 

旧旧城城山山町町 

 城山地域は、縄文時代の住居跡があり、また江戸時代には幕府や旗本、大名の所領となり、地形的に渓口集落

として、相模川の水運で近郷の物資の集散地として栄えるなど、太古の昔より住み良い環境にあった。昭和30年

に2村と1村の一部が合併し、人口4,971人、面積19.11k㎡の城山町が誕生した。城山町は、大都市近郊のベッドタ

ウンとして発展してきた。 

旧旧津津久久井井町町  

 鎌倉時代、三浦氏の一族である津久井氏が宝ヶ峰(現在の城山)に津久井城を築いたと伝えられており、戦国時

代、後北条氏の有力武将であった内藤氏の支配を経て、江戸時代は幕府の天領として栄えた。昭和30年に中野町

などの1町5村が合併し、人口15,302人、面積122.04k㎡の津久井町が誕生した。津久井町は、『近代水道発祥の地』

であり、昭和30年の道志ダム(奥相模湖)、昭和40年の城山ダム(津久井湖)、平成12年の宮ヶ瀬ダム(宮ヶ瀬湖)と、

ダム建設が続けられてきた。一方、高度経済成長の影響を受けて人口3万人を超えるまでに発展し、昭和61年には、

自然と都市が調和するまちづくりを進めるため「水源文化都市・津久井」を宣言した。 

旧旧相相模模湖湖町町  

 旧石器時代後期には人が生活した痕跡が認められ、縄文時代の土器や石器類が多数出土している。江戸時代、

与瀬、小原などが甲州街道の宿場として栄えた。昭和22年にはわが国初の河川の総合開発事業により相模ダムが

完成し、相模湖が誕生した。昭和30年に相模湖周辺の2町2村が合併し、相模湖町(人口7,727人、面積31.43k㎡)と

なった。中央自動車道の開通やJR中央本線などが通るアクセスの良さから、都心に近い観光のまちとして発展を

続けてきた。 

旧旧藤藤野野町町 

 奈良・平安時代は、東国から西国への交通路に当たっており、鎌倉から戦国時代にかけては、たびたび相模国

後北条氏と甲斐国武田氏の合戦の舞台になったと言われている。江戸時代には、甲州街道の宿場町として賑わっ

た。昭和30年、1町4村の合併によって藤野町(人口9,605人、面積65.04 k㎡)が誕生し、日本初の多目的ダムである

相模湖が県内工業の発展を支えるとともに、山や湖、渓谷の自然美に恵まれたレクリエーション地域としても発

展してきた。また、戦火を避けて疎開した芸術家による夢の大芸術都市構想に端を発した「藤野ふるさと芸術村」

のまちづくりは、文化・芸術や自然にふれあえる地域づくりが魅力で、都市住民の憩いの場となっている。 
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現現在在のの相相模模原原市市  

 首都圏近郊に位置し、小田急線、京王線、JR中央本線、中央自動車道によって東京と直結しているほか、JR横

浜線、相模線といった鉄道や国道16号、20号、129号などの幹線道路が整備され、さらには、首都圏中央連絡自動

車道(圏央道)が開通し、首都圏南西部における広域交流拠点都市として、今後も一層の発展が期待されている。 

 地方分権の進展や急速な少子高齢化が進行する中、多くの課題に対応するには都市としての活力を維持・向上

させることが重要なことから、広域的な都市整備や高度で専門的な行政サービスを、より主体的に展開できる指

定都市への移行に向けた取組を進め、平成22年4月に県内では3番目、戦後生まれの市では初めての指定都市へ移

行した。 

 指定都市移行から10年が経過した令和2年4月には、全ての市民が安全に安心して暮らせる持続可能な社会を次

代に引き継いでいくためのまちづくりを進める指針となる「未来へつなぐ さがみはらプラン～相模原市総合計

画～」を策定した。 

 また、本計画の策定に当たっては、平成28年2月に策定した、「相模原市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を

引き継いで一体的に策定し、分野横断的に少子化、雇用、中山間地域対策を推進している。 

 

 

年年 表表  
年   月 内        容 

昭和 16. 4 相模原町が誕生(2町6村合併) 

29. 11 相模原市制施行 

 30. 1 相模湖町が誕生(2町2村合併) 

4 城山町が誕生(2村と1村の一部が合併) 

津久井町が誕生(1町4村と1村の一部が合併) 

5 道志ダム(奥相模湖)が完成(旧藤野町) 

7 工場誘致条例制定(昭和36年廃止) 

藤野町が誕生(1町4村合併) 

33. 1 相模原市民の歌制定 

8 首都圏整備法による市街地開発区域第1号に指定 

37. 2 交通安全都市宣言 

39. 10 オリンピック東京大会カヌー競技開催(旧相模湖町) 

40. 4 城山ダム (津久井湖) 完成(旧城山町・旧津久井町) 

43. 12 中央自動車道(相模湖インターまで)開通(旧相模湖町) 

49. 11 キャンプ淵野辺が日本政府に全面返還 

53. 7 相模総合補給廠一部返還(24,420㎡) 

54. 11 相模原市民憲章制定 

56. 4 米軍医療センターが日本政府に全面返還 

59. 12 核兵器廃絶平和都市宣言 

60. 10 中国・無錫市と友好都市締結 

62. 11 ｢銀河連邦｣建国 

平成 2. 3 京王相模原線が全線開通 

3. 5 カナダ・スカボロー市(現トロント市)と友好都市提携 

4. 7 さがみはら男女平等憲章制定 

11 相模原市環境宣言 

10. 6 宮ヶ瀬ダム誕生式(満水)(旧津久井町) 
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 つづき 

平成 12. 4 相模原市保健所を開設(保健所政令市へ移行) 

 相模原市総合保健医療センター (ウェルネスさがみはら)オープン 

7 さがみはら男女共同参画都市宣言 

10 さがみはら健康都市宣言 

15. 4 中核市に移行 

16. 3 新小倉橋が開通(旧城山町) 

11 市制施行50周年 

18.  3 津久井町・相模湖町と合併 

19. 3 城山町・藤野町と合併 

20. 6 相模総合補給廠の一部返還合意 

22. 4 政令指定都市に移行、区制施行 

10 シティセールスコピー「潤水都市 さがみはら」のロゴデザイン決定 

23. 5 各区のシンボルマーク・カラー決定 

25. 3 緑区合同庁舎オープン 

26. 4 市マスコットキャラクターが「さがみん」に決定 

 6 首都圏中央連絡自動車道（圏央道）相模原愛川ＩＣ～高尾山ＩＣ間 開通 

 9 相模総合補給廠の一部(約17ha)が日本政府に返還 

10 リニア中央新幹線の工事実施計画が認可される 

27. 3 首都圏中央連絡自動車道（圏央道）相模原ＩＣ 開通 

12 相模総合補給廠の一部(約35ha）の共同使用開始 

29. 4 相模総合補給廠一部返還地において南北道路開通 

30. 3 相模総合補給廠一部返還地において東西道路開通 

8 2020年東京オリンピック競技大会自転車ロードレース競技のコースが決定 

令和 2. 7 SDGs未来都市に選定 

9 さがみはら気候非常事態宣言 

11 相模原スポーツ・レクリエーションパークがオープン 

3. 7 2020年東京オリンピック競技大会自転車ロードレース競技開催 

4. 4 大野南中学校分校(夜間学級)開校 
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人人 口口  
 

 本市の人口は、昭和29年11月の市制施行当時は約8万人であったが、昭和42年に人口20万人、昭和46年に30万人、

昭和52年に40万人、昭和62年には50万人に達し、平成12年に60万人を突破した。現在、県下では横浜市、川崎市

に次いで3番目、全国で19番目（都特別区部を一つとして含む）の都市となっている。 

 令和6年4月1日現在の人口は723,435人、世帯数は346,325世帯で、1世帯当たり2.09人、人口密度は2,199人／k㎡

となっている。 

 令和2年国勢調査人口等基本集計結果では、令和2年10月1日現在、人口は725,493人で、全国総人口  

126,146,099人の0.6％、県人口9,237,337人の7.9％に当たり、また、前回の調査と比較（※）すると、4,714人

（0.7％）増加している。 

※ 令和2年10月1日現在の市域に基づいて組み替えた平成27年国勢調査の人口と比較している。 

  

１１  人人口口・・世世帯帯のの推推移移                              （各年4月1日現在） 

年次別 世帯数 

人   口 
1世帯当 

たり人員 

人口密度 

(人/ k㎡） 

人口増加率

（%） 

(対前年比) 
総 数 男 女 

R4 339,028 725,369 361,438 363,931 2.14 2,205 0.03 

R5 342,866 724,724 360,792 363,932 2.11 2,203 -0.09 

R6 346,325 723,435 360,121 363,314 2.09 2,199 -0.18 

  

２２  最最近近３３年年間間のの人人口口異異動動状状況況                       （各年1月1日～12月31日） 

年次別 人口増減 
自  然  増  減 社  会  増  減 

増 減 出 生 死 亡 増 減 転 入 転 出 

R3 511 △2,581 4,545 7,126 3,092 34,124 31,032 

R4 6 △3,798 4,257 8,055 3,804 35,573 31,769 

R5 △1,257 △3,974 4,005 7,979 2,717 35,421 32,704 

※△は負の数 

３３  総総人人口口とと増増加加人人口口のの推推移移（国勢調査実施年） 

 

― 7 ―― 6 ―



- 8 - 

 

４４  年年齢齢別別・・男男女女別別人人口口（令和6年1月1日現在） 

 総人口 724,774人  平均年齢 47.66歳  

（（１１））年年齢齢別別人人口口  

 年少人口  （ 0～14歳） 77,321人（11.0％） 

 生産年齢人口（15～64歳） 436,775人（62.1％） 

 老年人口  （65歳以上） 188,813人（26.9％）      ※ 年齢不詳 21,865人 

（（２２））男男女女別別人人口口  

 ・ 男 360,901人    平均年齢 46.50歳 

 ・ 女 363,873人    平均年齢 48.81歳 

 

５５  地地区区別別人人口口とと世世帯帯                            (令和6年4月１日現在) 

区・地区名 世帯数 
人   口 人口密度 

(人/k㎡） 

人口分布 

（％） 総 数 男 女 

総  数 334466,,332255  772233,,443355  336600,,112211  336633,,331144  22,,119999  110000..00   

緑  区 77,118 166,979 83,840 83,139 658 100.0 (23.1)

 橋本地区 36,846 73,717 37,133 36,584 9,512 44.1 (10.2)

 大沢地区 13,648 32,466 16,248 16,218 4,261 19.4 (4.5) 

 城山地区 9,986 23,056 11,421 11,635 1,158 13.8 (3.2) 

 津久井地区 10,102 22,613 11,387 11,226 185 13.5 (3.1) 

 相模湖地区 3,333 7,116 3,640 3,476 225 4.3 (1.0) 

 藤野地区 3,203 8,011 4,011 4,000 123 4.8 (1.1) 

中 央 区 130,578 273,903 136,672 137,231 7,429 100.0 (37.9)

 小山地区 10,568 21,127 10,582 10,545 5,901 7.7 (2.9) 

 清新地区 16,423 31,736 16,050 15,686 11,214 11.6 (4.4) 

 横山地区 6,158 14,599 7,164 7,435 8,021 5.3 (2.0) 

 中央地区 19,416 36,431 18,142 18,289 10,621 13.3 (5.0) 

 星が丘地区 8,260 17,496 8,764 8,732 12,587 6.4 (2.4) 

 光が丘地区 11,286 25,788 12,667 13,121 10,398 9.4 (3.6) 

 大野北地区 31,414 63,477 31,595 31,882 9,841 23.2 (8.8) 

 田名地区 12,677 30,131 15,193 14,938 3,113 11.0 (4.2) 

 上溝地区 14,376 33,118 16,515 16,603 6,357 12.1 (4.6) 

南  区 138,629 282,553 139,609 142,944 7,414 100.0 (39.1)

 大野中地区 28,567 62,915 31,000 31,915 7,845 22.3 (8.7) 

 大野南地区 41,139 81,562 40,269 41,293 14,856 28.9 (11.3)

 麻溝地区 7,859 18,895 9,495 9,400 2,310 6.7 (2.6) 

 新磯地区 5,595 13,324 6,700 6,624 2,210 4.7 (1.8) 

 相模台地区 23,323 44,909 22,251 22,658 7,879 15.9 (6.2) 

 相武台地区 10,107 19,008 9,320 9,688 11,051 6.7 (2.6) 

 東林地区 22,039 41,940 20,574 21,366 14,121 14.8 (5.8) 

※１ 世帯数と人口は令和2年国勢調査の確定値を基礎とし、以後、毎月住民基本台帳の増減を加減 
して推計したものである。 

２ 人口密度は令和2年12月1日付の市面積を基に算出したものである。 
３ 地区の人口分布は各区を基に算出したもののほかに、市を基に算出したものを（ ）内で表示し
ている。単位未満を四捨五入したので、合計が一致しない場合がある。 
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行　政　機　構　図
令和6年4月1日

情報公開・文書管理課

コンプライアンス推進課

総 務 局 公文書館

秘 書 課

政 策 課

総 務 法 制 課

市 長 公 室

東 京 事 務 所

シティプロモーション戦略課

観 光 政 策 課

基 地 対 策 課

総合政策・地方創生担当部長

 SDGs・シビックプライド推進担当部長

基 地 対 策 担 当 部 長

Ｄ Ｘ 推 進 課

みんなのＳＤＧｓ推進課

財 政 課

アセットマネジメント推進課

管 財 課

契 約 課

人 事 ・ 給 与 課

人 材 育 成 課

職 員 厚 生 課

資 産 税 課

緑 市 税 事 務 所

公 共 建 築 課

税 制 ・ 債 権 対 策 課

市
 
 

長

副
市
長

納 税 課

市 民 税 課

財 政 担 当 部 長

区 政 推 進 課

マ イ ナ ン バ ー
カード普及促進室

南 市 税 事 務 所

危 機 管 理 課危 機 管 理 局 副 危 機 管 理 監

( 危 機 管 理 監 )

市 民 局
交 通 ・ 地 域 安 全 課

消費生活総合センター

人 権 ・ 女 性 活 躍 担 当 部 長

斎場準備室

市 民 協 働 推 進 課

人権・男女共同参画課

ス ポ ー ツ ・ 文 化 担 当 部 長

相模原市民ギャラリー 

アートラボはしもと

国 際 課

ス ポ ー ツ 施 設 課

文 化 振 興 課

ス ポ ー ツ 推 進 課

さがみはら国際交流ラウンジ 

財 政 局

広 聴 広 報 課

経 営 監 理 課

広 域 行 政 課

※担当部長が所管する課
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健 康 福 祉 総 務 室

在宅医療・介護連携支援センター

福 祉 基 盤 課

高齢・障害者福祉課

地域包括ケア推進課

健 康 福 祉 局 藤野福祉相談センター

中央高齢・障害者相談課

精神保健福祉センター

緑高齢・障害者相談課

城山福祉相談センター

津久井高齢・障害者相談課

障 害 者 更 生 相 談 所

介 護 保 険 課

精 神 保 健 福 祉 課

南 生 活 支 援 課

南高齢・障害者相談課

生 活 福 祉 課

緑 生 活 支 援 課

国民健康保険日連診療所

医 療 政 策 課

国民健康保険青根診療所

地域医療対策室

国民健康保険内郷診療所

こども・若者未来局 城山中央・城山西部・

青少年学習センター 

保 育 課

保育所(23園) 

*

生 活 衛 生 課 *

衛 生 研 究 所 *

こども・若者政策課

こども・若者支援課

上矢部・相原・麻溝・新磯・相武台・

緑保健センター

南保健センター

国 保 年 金 課

地 域 保 健 課 *

中 央 生 活 支 援 課

相模湖福祉相談センター

視覚障害者情報センター

高齢・障害者支援課

こ ど も 家 庭 支 援 担 当 部 長

地 域 包 括 ケ ア 推 進 部

生 活 福 祉 部

陽 光 園

総 務 課

児 童 相 談 所 相 談 支 援 課

養 護 課

緑子育て支援センター

発達障害支援センター

児童発達支援センター

療育相談室

保 健 衛 生 部
(保健所は、＊の組織で構成する)

健 康 増 進 課 *

中 央 保 健 セ ン タ ー *

疾 病 対 策 課

医 療 政 策 担 当 部 長

中央子育て支援センター

南子育て支援センター

こ ど も 家 庭 課

相模湖こども園・ふじのこども園

認定こども園(２園)

麻溝台・田名・相模原・東林・

大沼・南上溝・陽光台・谷口・大沢・

串川・青野原・津久井中央・串川東部・

子 育 て 給 付 課

中野・内郷

鳥屋児童保育園

10 ページ

― 10 ―



 麻溝台・新磯野まちづくり担当部長

リニアまちづくり課
 リニア駅周辺まちづくり担当部長

相模原駅周辺まちづくり課

都 市 建 設 局

交 通 政 策 課

都 市 計 画 課

ま ち づ く り 推 進 部 開 発 調 整 課

都 市 整 備 課

都 市 建 設 総 務 室

技 術 監 理 課

建 築 政 策 課

建 築 審 査 課

用 地 ・ 補 償 課

緑 土 木 事 務 所

道 路 整 備 課

道 路 計 画 課

路 政 課

下 水 道 料 金 課

下 水 道 保 全 課

土 木 部 中 央 土 木 事 務 所

南 土 木 事 務 所

下 水 道 整 備 課

津久井下水道事務所

産 業 支 援 ・ 雇 用 対 策 課

森 林 政 策 課

創業支援・企業誘致推進課

農 政 課

経 済 担 当 部 長

環 境 経 済 局

下 水 道 経 営 課

河 川 課

住 宅 課

麻溝台・新磯野区画整理事務所

地 域 経 済 政 策 課

津久井土木事務所

麻溝台・新磯野まちづくり課

 ゼロカーボン・資源循環推進担当部長

水 み ど り 環 境 課

南粗大ごみ事務所

相模台収集事務所

廃 棄 物 指 導 課

清 掃 施 設 課

廃 棄 物 政 策 課

北 清 掃 工 場

公 園 課

津久井地域環境課

資 源 循 環 推 進 課

津久井クリーンセンター

北粗大ごみ事務所

麻溝台環境事業所

橋本台環境事業所

南 清 掃 工 場

ゼロカーボン推進課

環 境 保 全 課
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橋本まちづくりセンター

区 民 課

区 政 策 課

串川出張所

橋本パスポートセンター

大沢まちづくりセンター

城山まちづくりセンター

津久井中央連絡所

相模湖まちづくりセンター

藤野まちづくりセンター

鳥屋出張所

青野原出張所

青根出張所

◎

教

育

委

員

会

◎ 議 会 議 会 局 (次長)

教 育 局

学校給食・規模適正化担当部長

生 涯 学 習 課

教 育 セ ン タ ー

相模川自然の村野外体験教室

ふるさと自然体験教室

生 涯 学 習 部 図 書 館

相武台分館

生涯学習センター

津久井生涯学習センター

文 化 財 保 護 課

視聴覚ライブラリー 

相 模 大 野 図 書 館

橋 本 図 書 館

史跡田名向原遺跡旧石器時代学習館

中央・相模台・相武台・東林・横山・光が丘・

大沼・上鶴間・大野台・陽光台・城山・

津久井中央・青根・相模湖・千木良・藤野中央・

沢井・牧野・佐野川

    小学校(69校)・中学校(34校)・義務教育学校(2校)　

博 物 館

公民館  (32館)

大沢・上溝・橋本・相原・小山・大野南・新磯・

麻溝・田名・大野北・大野中・星が丘・清新・

青少年相談センター

教 育 総 務 室

学 校 教 育 部
学 校 保 健 課

議 事 課

城山学校給食センター 

相模台まちづくりセンター

政 策 調 査 課

麻溝まちづくりセンター

相武台まちづくりセンター

区 政 策 課

中央６地区まちづくりセンター

大野北まちづくりセンター

地 域 振 興 課

田名まちづくりセンター

上溝学校給食センター 

区 民 課

議 会 総 務 課

相模大野パスポートセンター

大野南まちづくりセンター

新磯まちづくりセンター

大野中まちづくりセンター南 区 役 所

東林まちづくりセンター

中 央 区 役 所

区 民 課

会 計 管 理 者 会 計 課

地 域 振 興 課

区 政 策 課

上溝まちづくりセンター

緑 区 役 所 津久井まちづくりセンター

地 域 振 興 課

津久井学校給食センター 

学 務 課

学 校 給 食 課

教 職 員 給 与 厚 生 課

教 職 員 人 事 課

学 校 教 育 課

学 校 施 設 課
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※　(　)については、市長事務部局の職員が併任

監 査 課

選 挙 課

◎ 市選挙管理委員会

◎ 区選挙管理委員会 区選挙管理委員会事務局

農業委員会事務局

◎

◎ 人事委員会

監査委員

◎

津久井事務所

農業委員会

◎ 固定資産評価審査委員会

行 政 委 員 会 事 務 局

任 用 調 査 課

◎ 消防 消 防 局
警 防 課

警 防 部 救 急 課

消 防 総 務 課

消 防 部 予 防 課

危 険 物 保 安 課

本 署

分 署

査 察 指 導 課

指 令 課

相 模 原 消 防 署

警 備 課

査 察 指 導 課

北 消 防 署

警 備 課

南 消 防 署

警 備 課

本 署

分 署

◎各福祉事務所を構成する組織
構　成　組　織

本 署

分 署

査 察 指 導 課

津 久 井 消 防 署

緑福祉事務所 緑生活支援課(課長が所長を兼務)、緑高齢・障害者相談課、津久井高齢・障害者相談課、緑子育て支援センター

部     局     別
組        織        数

職員定数
部 課

中央福祉事務所 中央生活支援課(課長が所長を兼務)、中央高齢・障害者相談課、中央子育て支援センター

南福祉事務所

◎部局別組織数及び職員定数

2 17 3,610

南生活支援課(課長が所長を兼務)、南高齢・障害者相談課、南子育て支援センター

議会局 　 3 23

市長事務部局 5 147 3,409

奈良副市長
総務局、環境経済局及び都市建設局に属する事務並びに議会、選挙管理委員会、人事委員会、監査委員
及び農業委員会との連絡に関する事務

739

合          計 10 183 7,83013

消防局 21

◎副市長の事務分担

3

区

13

農業委員会事務局 1 14

区選挙管理委員会事務局 (3) (38)

行政委員会事務局

教育局

局(公室)

1

1

1

9

3 35

警 備 課

本 署

派出所

分 署

出張所

大川副市長
市長公室、危機管理局、こども・若者未来局及び消防局に属する事務並びに教育委員会との連絡に関す
る事務

石井副市長
財政局、市民局、健康福祉局、区役所及び会計課に属する事務並びに固定資産評価審査委員会との連絡
に関する事務

固定資産評価審査委員会 (4)

3
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